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世界最大の農産物輸出国に
向かうブラジル

――セラード開発と穀物メジャーの役割を中心に――

〔要　　　旨〕

１　ブラジルは，1990年代後半からの輸出急増で2005年に農産物輸出国のトップ５に入っ
た。農産物純輸出額では2001年にフランスを抜き世界トップへ浮上し，上昇を続けている。
これは，ブラジルの農産物輸出構造がコーヒー等伝統的な品目から，所得弾力性の高い大
豆や食肉へシフトしたこと，これらの商品に対する中国やロシアなどの需要が大きかった
ことと深く関係している。

２　ブラジルの農産物輸出が急増した最大の要因は，セラードという広大な未開拓の土地が
あり，その土地を農耕適地に転換させる技術と種子を農牧研究公社によって開発したこと
である。こうした基礎要件を現実の生産と輸出拡大につなげるには，90年代の経済自由化
改革によりブラジルの農業領域に全面的参入してきた穀物メジャーの役割が大きかった。

３　具体的には，主として穀物メジャーがパッケージ融資を通して大規模農家の資金不足と
販路問題を同時に解決した仕組みの提供である。すなわち，化学肥料など使途を限定した
生産資材資金を融資し，返済はまだ作付けしていない生産物を担保に収穫後に返済する先
物取引の手法をとっているケースが多い。返済価格はCBOTの先物価格をベースにして事
前に決める。この借金と現物返済の契約は農家が発行する農産物証券（CPR）に化体する。

４　もちろん，ブラジルでは穀物メジャーなど巨大な外資が自国の農業の根幹を押さえるこ
とに対して経済面だけでなく，安全保障面でも危惧を持つ政治家は少なくない。穀物メジ
ャーの影響力膨張に不安を感じる農家も多い。政府の融資金利は8.75%であるのに，穀物
メジャーのパッケージ融資の実効金利は高い市中金利に近いケースが少なくなく，農家が
外資に利益を吸い上げられているとの懸念もある。

５　だが，ブラジル農業は，世界で最低水準の政府助成のもとでも急速な発展を遂げ，外貨
不足のブラジル経済に大きく貢献してきた。今後，世界最大の農産物供給国に向かうブラ
ジルでは，穀物メジャーのかかわりがさらに深まるとともに，中国，日本を含むアジアの
ブラジルへの食料依存もさらに高まる可能性が高い。日本にとって，ブラジルとどのよう
な関係を構築するかが新たなテーマとなってくるだろう。
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グローバリゼーションは製造業やITな

ど多くの分野で輝かしい物語を作り出し

た。1960年代の日本，70年代の韓国，90年

代の中国やインドなどは，いずれも経済の

国際化，グローバリゼーションの進展とと

もに発展し，良質で低コストな製品の世界

への供給で，世界全体に大きな利益をもた

らした。

農業分野においてはグローバリゼーショ

ンは，欧米など先進国の補助金による農産

物輸出の拡大により途上国の農業が圧迫さ

れるなどまったく異なる影響を与えたが，

一方でグローバリゼーションの波にのって

農業を強化し，世界に対する食料供給力を

高めた国もある。その代表がブラジルであ

り，食料の供給不安がグローバルな課題に

なるなかで世界の関心を集めている。長年，

世界最大の農産物輸出国である米国も，い

くつかの主要品目においてブラジルに輸出

シェアを奪われている。輸出から輸入を差

し引いた純輸出額では，ブラジルはすでに

米国を抜き世界最大の農産物純輸出国とな

っている。

2008年２月に，ブラジルの南部およびセ

ラード地域の大規模生産農家や農協，政府

官庁，コンサルティング会社，貿易会社を

調査のため訪問した。その際ヒアリングし

た関係者の大半はブラジルが将来，世界最

大の食料供給地になるとの予想で一致して

いた。

ブラジルが世界の農産物輸出国として脚

光を浴び始めたのは，90年代半ば以降であ

る。これは，ブラジルの経済自由化により，

海外からの直接投資が急増したこと，特に

穀物メジャーなど多国籍アグリビジネス企

業のブラジル農業分野への全面的参入の結

果ともいえる。これら企業の参入はブラジ

ル農業の構造転換と国際競争力の強化につ

ながり，大豆や食肉等非伝統的農産物の輸

出拡大を促した。需要側では，中国やロシ

アなどが80年代末からの市場指向型経済改
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革によって所得を上昇させ，食肉や飼料原

料，油脂などの需要増加を通してブラジル

に大きなマーケットを提供したことが大き

い。ただ，中国，ロシアへの輸出拡大でも

穀物メジャーが大きな役割を果たした。

本稿では，ブラジル農業が90年代半ば以

降，国際市場におけるプレゼンスを拡大し

た状況を検証した後，そうした拡大をもた

らした要因，特にブラジル中部のセラード

地域の開発と多国籍穀物メジャーの役割を

考察する。そのうえで，世界の食料供給源

としてのブラジルの今後を展望する。

（１） 世界最大の「純輸出国」

ブラジルの農産物輸出は，鉱工業品を含

む輸出全体の動きと同様に90年代半ばから

着実に増加し，21世紀に入ってから伸びが

加速して，世界農産物貿易市場におけるプ

レゼンスが一気に高まった。国連食糧農業

機関（FAO）の農産物輸出額（アルコール，

清涼飲料水，タバコ，皮革製品，水産品と林

産品を除く）の統計を使ってブラジルの農

産物の年間平均伸び率をみると，90～99年

の間が6.1％だったのに対し，2000～05年

には21.2％と，伸びが急激に高まったこと

がわかる。これに伴い，世界の農産物輸出

額に占めるブラジルのシェアは00年の

2.9％から05年には4.8％へと急伸し，スペ

インを抜いて世界の農産物輸出国トップ５

の一角に食い込むまでになった（第１図）。

注目すべきは，農産物の純輸出額において
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ブラジルは99年に３位の米国，01年に１位

のフランスを抜いて，世界トップになった

ことである（第２図）

また，農産物の輸出はブラジルの貿易収

支の健全性を支えてきたといえる。90年以

降，農産物の輸出額は全輸出額の約２割，

農産物の純輸出額は全品目の６割以上を占
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第1図　農業物輸出額の上位５か国のシェア 
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第2図　世界上位５か国の農産物純輸出額 

米国 

フランス 

ドイツ 

ブラジル 

オランダ 

全品目の純輸出額 

農産物純輸出額 

資料　FAOSTAT, IMF国際貿易統計 

５０ 
（１０億ドル） 

３０ 
（％）

３０ 

２０ 

１０ 

４０ 

△１０ 

０ 

△２０ 

２５ 

２０ 

１５ 

１０ 

５ 

０ 
９０年 ９２ ９４ ９６ ９８ ００ ０２ ０４ 

第3図　ブラジルの全品目と農産物の純輸出額とシェア 

全輸出額に占める農産物輸出額 
のシェア（右目盛） 

１　ブラジルの農産物輸出の拡大



めており，特に貿易収支が赤字に転落して

いた90年代後半は農産品が収支のバランス

に大きく貢献していたのである（第３図）。

さらに，タバコや皮革製品，水産品，林

産品などを含む農林水産物の輸出額は

FAO統計の農産物輸出額より約４割も多

く，農林水産物の純輸出額は06年まで全品

目の純輸出額を大幅に上回り，貿易黒字は

ほぼ全部が農林水産物の輸出に頼る形とな

っている。

（２） 所得弾力性の高い農産物への

輸出構造の転換

ブラジルは伝統的にコーヒーやオレンジ

ジュース，タバコの輸出国であった。しか

し，90年代半ばから大豆や食肉という新し

い品目の輸出が増え始め，特に2000年以降

の急増によって，主役交代が起こっている。

第４図で分かるように，大豆関連製品（大

豆，大豆油と大豆粕）は00年を境に，食肉

（牛肉，豚肉，鶏肉）は04年を境に，伝統的

輸出品の輸出額を大幅に上回るようにな

り，ブラジルの農産物輸出をリードするよ

うになった。ここでいう大豆関連製品，食

肉と伝統品目という３つのカテゴリーの輸

出額は同期間の農産物輸出額（ＦＡＯの統計

データ）全体の80～100％を占めている。

こうした輸出品目の変化は，ブラジルの

農産物輸出が所得弾力性（所得が１％増加

した時に需要が何％増加するかを示す値）の

低いものから高いものへと構造転換できた

ことを意味している。すなわち先進国向け

の嗜好性の高い商品作物から，途上国など

で所得向上に伴って需要の伸びやすい基礎

的な食料品に輸出の重心が移ったのであ

る。米州開発銀行（IDB）のエコノミスト

が，ラテンアメリカ諸国が輸出している主

要一次産品に関して，それを輸入している

国の所得弾力性を計測したものによると，

砂糖・コーヒー・綿花などの数値が１未満

なのに対して，大豆・牛肉の値は２を超え

ている（清水[2006]）。大豆・牛肉は，所得

の増加率の倍の率で需要量が伸びることに

なる。ブラジルはグローバリゼーションの

進展で，中国，ロシア，インドなど途上

国・新興国の経済成長が加速した90年代半

ば以降，所得弾力性の高い農産物に軸足を

移したことで農産品輸出を急激に拡大する

ことに成功したのである。アフリカの農業

国がコーヒー，タバコなどのプランテーシ

ョン型農業に依存し続けた結果，農業の成

長力を高めることができなかったのときわ

めて対照的である。

（３） 中国とロシア市場がけん引する

大豆と食肉の輸出

第５図は2000年と05年の間のブラジルの

農林金融2008・9
6 - 482

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

資料　ＵＮ ｃｏｍｔｒａｄｅ 
（注）　大豆３品は大豆, 大豆油と大豆粕を, 食肉３品は牛肉, 

豚肉と鶏肉を, 伝統３品はコーヒー, オレンジジュース
とタバコを指す。 
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農林水産物の主要輸出相手国別のシェア変

化を示している。ブラジルの農林水産物輸

出拡大において，中国とロシア市場の重要

性が一目瞭然である。

ブラジルの新興輸出品目の中で，大豆は

特別な存在といってよい。大豆の輸出は97

～05年までの間，ブラジルの農産物輸出額

の約20％を占め，農産物純輸出額の20～

40％を創出して，第１位の外貨獲得品目と

なっている（第６図）。この大豆輸出の増

加分の大半は中国向けであることが，第７

図から読み取れよう。さらに大豆油と大豆

粕の約半分が輸出されていることもあり，

大豆関連３品目の輸出は量，金額ともに04

年を境に米国を抜いて世界最大の輸出国と

なった（第８図）。この大豆関連３品目の

輸出額がブラジル農産物輸出額に占める割

合は，05年の35.3％を除けば，おおよそ

40％以上にのぼっている。

大豆の次に輸出が急速に拡大しているの

は食肉である。食肉の農産物輸出額に占め

る割合は00年の13.7％から05年には26.2％

へと倍増した。食肉の中では，05年までは

鶏肉の輸出が最大であったが，近年の輸出

急増によって06年には牛肉が最大となっ
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資料　ブラジル農務省Agronegocio Brasileiro- 
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第5図　農林水産物主要輸出相手国の 
　　　　シェアの変化（２００５－２０００年） 
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第6図　主要農産物輸出額 
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第7図　主要国別の大豆輸出量 
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第8図　ブラジルと米国の輸出数量比較 
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た。ブラジルは肉牛飼育頭数では世界最大

であり，06年の輸出額は前年比29.6％増の

31億ドルに達している。米国の牛肉輸出が，

03年のBSE発生により急減したため，それ

以降ブラジルは輸出量，金額の両方で米国

を抜き世界１位となり，食肉３品目合計で

見ても同様の状況となっている（第９図）。

ブラジルにとって食肉の最大の輸出先

は，同じBRICs諸国であり，ことに経済成

長が加速しているロシアである。ロシアへ

の牛肉輸出は01年からスタートして以降，

急増しており，牛肉の輸出量に占めるロシ

ア向けのシェアは，03年の13.5％から06年

には26.0％に急拡大している（第10図）。ま

た，石油輸出収入が急増する中東諸国への

輸出も堅調に増加している点が注目され

る。

（１） 未開拓の広大な農耕適地

ブラジルの農産物，特に大豆などのバル

ク物の輸出が急増した要因はいくつか指摘

できるが，大量の穀物を米国よりも安く生

産できる広大な土地があったことが最大の

要因といえる。具体的にはブラジル中部に

広がる広大な熱帯灌木草原であるセラード

地域であり，90年代半ばからブラジルで増

産された大豆やトウモロコシの大半はこの

地域で生産されたものである（第11図）。

セラードは「（人に対し）閉ざされた大

地」あるいは「未開の大地」の意味を持ち，

面積は日本の5.5倍もある。酸性が強いた

め土壌が赤いこのセラード地域は，農耕に

は不適な不毛の地として長年，放置されて
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２　輸出拡大の要因と

穀物メジャーの役割

資料　UN comtrade, USDA FAS
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第9図　ブラジルと米国の輸出金額比較 
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第10図　主要国別の牛肉輸出量 
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きた。

その開発が進むきっかけとなったのは，

1973年の世界的な穀物価格の高騰であり，

79年に日本がブラジル政府と共同で取り組

んだ「日伯セラード農業開発事業」が土壌

改良の実施など入植拡大に大きく貢献し

た。さらに重要なのはブラジル政府の開発

戦略である。この開発戦略の下で，国家研

究機関であるブラジル農牧研究公社

（EMBRAPA）セラード研究所は，長年の

研究によって，セラード地域の酸性の強い

土壌を農耕適地に転換させる技術と，この

地域の土地と気候条件に適した大豆などの

品種改良に成功した。

このEMBRAPAのセラード開発の重要

性は，60年代の「緑の革命」に大きく貢献

し，70年にノーベル平和賞を受賞した

Norman Borlaug氏が「20世紀の最も素晴

らしい農業科学の一つ」と評価しているこ

とからも理解できるだろう（Omes t ad

[2008]）。

セラード地域は，農作物を作るには石灰

などの投入以外に大量の化学肥料が必要と

なる。また内陸奥地に立地し，港湾まで

1,000～2,000km以上の長距離輸送の不利も

ある。そのため，セラード地域の土地価格

は，米国やアルゼンチンはもちろん，ブラ

ジルの伝統的な農業地帯である南部地域に

比べてもはるかに安い。結果的にセラード

地域の農家の耕地面積は１戸あたり800～

2,000haという大規模なケースが多く，GPS

を装備した大型農業機械の導入など近代的

な農業システムの導入に好都合であった。
（注１）

セラード地域への入植者の多くはブラジル

南部から移ってきた農家であり，フロンテ

ィア精神に富んでいた点も新しい取組みを

生む素地になったといえる。また大規模な

土地を求めて米国からやってきた農家も少

なくないと報道されている（Hecht[2008]，

Omestad[2008]）。ブラジルでは外国人でも

自由に土地を購入することができること

が，結果的にグローバルな競争力を持つ農

家を生んだとみることもできる。

しかし，いくら土地があり生産技術があ

っても，需要そのものがなく販路の開拓も

できなければ，生産も輸出も拡大しなかっ

ただろう。セラード地域の農業開発が70年

代から始まったものの，90年代半ばまで大

きな発展がなかったことは輸出先がなかっ

たためである。実はブラジルの大豆等農産

物の生産と輸出の拡大には，農地や生産技

術などの基本要件以外に，穀物メジャー等

多国籍アグリビジネス企業が大きな役割を

果たしている。穀物メジャーの投資拡大を

促したブラジルの90年代以降の経済自由化

改革およびグローバリゼーションの動きを

概観し，次いで穀物メジャーの役割を考察

してみたい。
（注１）08年２月ブラジル農牧省へのヒアリングに
よる。

（２） 経済自由化によるマクロ環境の整備

80年代半ば，ブラジル経済は，ハイパー

インフレとGDP成長率の低下というスタグ

フレーションに見舞われ，財政赤字と対外

債務残高が膨張した。
（注２）

そこでブラジルは

IMFの構造調整政策を受け入れ，90年代か
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ら国内市場を開放し，市場志向型の政策を

展開してきた。

貿易自由化政策が実施された結果，関税

が引き下げられ，非関税措置がほとんど撤

廃された。農産物輸出に関しては，輸出税

および輸出割当量の削減が実施され，また

農産物の原料と半加工品を輸出する場合，

州を越える国内移動に課された流通税

（ICMS，一種の付加価値税）も96年９月以

降還付されるようになった。それまでは，

大豆，大豆油と大豆粕に対してそれぞれ

13％，8.5％と11％の流通税が徴収されてい

た（Schnepf [2001，p44]）。

ブラジルだけではなく，中国やロシアな

ども80年代からの市場指向型経済改革によ

り，貿易自由化と工業化が急速に進展し，

石油や鉄鉱石などの原料だけではなく，所

得の上昇によって食肉やその原料となる飼

料，油脂などの需要も拡大し，ブラジルに

大きなマーケットを提供することになっ

た。

また，94年７月に実施された「レアル計

画」というブラジルの通貨革命ともいえる

大胆な通貨改革が，ブラジル経済の宿痾
しゅくあ

だ

ったハイパーインフレの終息とマクロ経済

環境の安定に大きく貢献した。さらに，99

年１月にそれまでドルにペッグしていた通

貨制度を廃止して変動相場制に移行し，結

果的にレアルがドルに対して大幅に減価し

たため，ブラジルの輸出品の国際競争力は

相対的に高まった。

ブラジルでは，同時に資本市場の自由化

と直接投資規制の緩和も実施された。こう
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したマクロ経済環境の安定と自由化による

経済の健全化を見越し，海外から多額の資

金が流入するようになり，ブラジルは90年

代後半から途上国の中では中国に次ぐ直接

投資受入国となった。この流れの中で穀物

メジャーなど多国籍アグリビジネス企業の

参入も増え（OECD[2005]），95～05年まで

の10年間に，ブラジルの食品分野における

米資本による直接投資は３倍も増加したと

いう（佐野[2007]）。

（注２）この節は，OECD（2005），Schnepf
（2001），清水（2006），西島（2007）を参考に
した。

（３） 穀物メジャーのブラジルでの

プレゼンス

「ABCD」（ADM，Bunge，Cargill，Dreyfus）

と呼ばれる４大穀物メジャーのうち，

ADMを除けば，バンゲとドレイフュスは

1900年代初頭，カーギルは1960年代といず

れも早い時期からブラジルでアグリビジネ

ス事業を展開した。
（注３）

ただし，事業を全般的

に拡大したのは90年代初頭からのブラジル

の国内開放と市場志向型改革以降であり，

新規投資やブラジル企業の買収を通して事

業を拡大してきた。ADMは97年に大手食

品会社サディア（Sadia）の大豆部門買収に

よってブラジル進出を果たし，その３年後

にはブラジル第３位の搾油メーカーにまで

のし上がった（小池[2006]）。

穀物メジャーの大豆搾油業でのパフォー

マンスがその典型例である。搾油能力でみ

ると，2000年に４大穀物メジャーすべてが

ブラジルの上位５位に入っており，上位５



社（Bunge，Carg i l l，Co imbra（Lou i s

Dreyfus），ADM，Granoleo社）の搾油能力

の合計は，ブラジルの全搾油能力の約60％

にも相当するほど，多国籍穀物メジャーの

存在感は高まったのである（Schnepf [2001，

p46]）

その後，穀物メジャーへの集中はより進

み，04年に４大穀物メジャーはブラジルで

生産された大豆の約55％を買い付け，ブラ

ジルの大豆・大豆油・大豆粕輸出の61％，

国内搾油の59％を占めている（小池[2006]）。

また，食肉や種子，化学肥料，農業機械

等アグリビジネスの多国籍企業も一様にブ

ラジルへの投資を増やしている。米国の農

機具大手のJohn Deere，はブラジルではす

でに140の店舗を展開しているが，2010年

には 2 0 0にまで拡大する計画である

（Omestad[2008]）。GM（遺伝子組換え）種

子の世界大手のMonsantoもブラジルでの

事業を積極的に展開している。カーギルは，

04年にブラジル第三の食肉メーカーである

セアラ（Seara）を買収し，またMonsanto

との提携関係も強化している。カーギルと

Monsanto両社は，川上から川下までのチェ

ーン強化と，ブラジル国内でのブラジル系

種子・肥料企業のM＆Aによって市場競争

の優位性を保持している（佐野[2005]）。07

年に，カーギルのブラジルでの雇用者は25

千人になり，米国以外では最大となった。

またブラジルでの販売額は07年にカーギル

社販売総額の７％の約70億ドルとなってい

る（Omestad[2008]）。

（注３）この節は，小池（2006），佐野（2005），
Schnepf（2001），Gelder（2003）を参考にし
た。

（４） パッケージ融資で大豆の輸出拡大

を促した穀物メジャー

上述したようにブラジルの最大輸出品目

である大豆の増産は，主として中部のセラ

ード地域，輸出先は主として中国となって

いる。このセラード地域の生産促進と中国

市場の開拓において，いずれも穀物メジャ

ーが強くかかわっている。つまり，第12図

で示したように，穀物メジャーはブラジル

での生産を促し，地球の裏側にある中国に

輸出する貿易チェーンを構築したのであ

る。ちなみに，中国市場の開拓は主として

搾油工場の新設，中国大豆搾油メーカーへ

の資本参加および買収を通して進められ，

現在では中国の輸入大豆の約８割を穀物メ

ジャーが押さえるようになった（阮

[2008]）。また，米国では02年に大豆搾油

シェアの71％はADM，カーギルとバンゲ

の３社に（Hendrickson[2007]），欧州では

80％のシェアは４大穀物メジャーに集中し

ている（Gelder[2003]）。
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第12図　穀物メジャーによるブラジルと 
中国の大豆貿易　　 
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それでは，穀物メジャーはいかにしてブ

ラジルで大豆を増産できたのか。

まず，穀物メジャーは大規模農家に必要

な営農資金を提供してきたが，これは大豆

の増産に直接的役割を果たした。セラード

地域の農家は土壌に大量の石灰や化学肥料

などを投入する必要があるが，生産規模が

大きいため，多額の運転資金が欠かせない。

しかし，ブラジルでは農業金融に構造的問

題があり，適切な金利で営農維持のための

資金を借りることが難しい。

農家の資金調達難の問題は，ブラジルの

90年からの経済自由化改革と関係してい

る。財政赤字と対外債務などにより，価格

支持策と優遇金利の公的農業融資を両輪と

する農業保護政策を根本的に見直さざるを

得なくなった。

金利が優遇された公的農業融資の大幅な

縮小は農家に大きな打撃となった。ブラジ

ルではインフレが続いたこともあって高金

利が続いており，最近になって低下したと

はいえ，08年７月の市中銀行の貸出金利は

年利25％にものぼっている。これに対し，

農業への公的融資は優遇措置として07年ま

でに年利8.75％，08年に6.75％の固定金利

が適用されている。

公的農業融資額の農業GDPに対する比率

は70年代後半には85％あったが，94年に

29％へ，96年にはさらに11％に引き下げら

れた。その後，回復しつつあるものの，そ

れでも04年で25％となお低い水準にある

（清水[2006]）。公的農業融資額は05／06年

度に443.5億レアル，07／08年度は前年比

16％増の580億レアルと拡大しているが，

資金需要に比してまだ十分とはいえない規

模である。公的農業融資が農業の資金需要

のどれぐらいをカバーしているのかを推計

することは非常に難しいが，ブラジル農務

省の非公式の推計によると，03年に農家が

農業生産向けに借りた資金総額1 ,100億

レアルに対し，公的融資はその約28％の

3 1 0億レアルを賄ったにすぎなかった

（OECD[2005]）。

公的農業融資の総枠が限られているた

め，農家一戸当たりへの融資枠は小さく，

07年に農家一戸当たりの融資限度額はトウ

モロコシ，コメ，小麦の場合45万レアル，

大豆の場合30万レアルにすぎず，大規模生

産農家にとっては大幅に不足している。実

際に，公的農業融資がカバーしているのは，

農業生産者の20％未満，耕作面積で10％未

満と推計されている（佐野[2007]）。

こうした状況のなか，積極的に資金を供

給してきたのは，穀物メジャーや農産加工

業者，生産資材供給業者であり，特に穀物

メジャーの役割は大きかった。前述の非公

式推計によると，公的農業融資が及ばない

残りの72％の部分は，主に穀物メジャーや

生産資材供給業者がカバーしたのである。

穀物メジャーの融資はパッケージのケー

スが多い。資金使途を化学肥料や農薬，種

子などに限定し，現金ではなく，生産資材

で融資するケースが多い。融資は作付け前

の段階から生産物を担保として，収穫後に

現物で返済する先物取引の手法をとってい

る。返済額はCBOTの先物価格をベースに



事前に決める。この仕組みを支えるのは農

家が発行する農産物証券CPR（Cedula de

Produto Rural）であり，法的効力のある譲

渡可能な証券である。

ブラジル農牧省および大手穀物貿易会社

へのヒアリングでは，パッケージ融資を最

も利用しているのは輸出比率の高い大豆生

産であり，中国の需要が確実であることが

融資返済の強い根拠となっている。

穀物メジャーは，パッケージ融資を通し

て大規模農家の資金問題を解決するだけで

はなく，収穫後の販路も提供する。先物市

場でのリスクヘッジに詳しくない農家にと

っては，事前に販売価格を決める仕組みは

収穫時の価格暴落のリスク回避になり歓迎

されている。また，穀物メジャー等は生産

資金とともに，サイロや輸送等流通サービ

スも提供しているが，これは流通手段を持

たない農家にとっては魅力的なものとなっ

ている。カーギルは1991年から農家にこう

したパッケージの融資を提供してきたが，

輸送コストを含めた農場渡し価格が農家に

好まれているという。

こうしたCPR融資が穀物生産農家の融資

のどれぐらいのシェアを占めているかは十

分把握できていないが，セラード地域の主

要州であるMato Grassoでは約50％との見

方もある。
（注４）

また，伝統的な南部の大豆産地

であるPanara州のCastrolanda農牧協での

ヒアリングでは，同農協に未加入の大規模

生産農家が保有している農地面積は当該地

域の60～70％になるが，これら大規模農家

の大部分は穀物メジャーや貿易会社からの

CPR融資を利用しているという。

ただし，収穫時期のCBOTの大豆価格が，

事前に決めた価格より大幅に上昇している

と農家側には逸失利益が発生する。かつて

大豆市況暴騰の際に，穀物メジャーなどと

の売り渡し契約を履行せず，現物を市場で

高い価格で売った大規模農家が少なくなか

ったため，その後CPRの法的拘束力が強化

されるようになったといわれる。CPRは，

市況高騰時には農家が受益しにくい，メジ

ャーに有利な仕組みであることがうかがえ

る。このため，07年末からの価格高騰場面

も中西部の農家に大きな利益をもたらすこ

とができなかった。中西部の農家が貿易会

社に先物の契約をして栽培を始めようとし

た時期には価格が収穫時期に比べて大分低

かったためである（USDA FAS[2008]）。

一方，世界的販売経路を持ち，先物市場

でのヘッジに詳しい穀物メジャーにとって

は，その貿易チェーンによる利益を実現す

るには現物を確実に手に入れることが必要

である。その意味でパッケージ融資を通し

て先の現物を確保することは，穀物メジャ

ーにとってはちょうど良い形になる。

また，穀物メジャーは大手種子会社や化

学肥料，農薬会社と一体のインテグレーシ

ョンを組んでいるか，あるいは提携関係を

持っている場合が多く，パッケージ融資を

通して農家にGMなど新品種と新技術の導

入を進めやすい。ちなみに07／08年度にブ

ラジルでのGM大豆の栽培比率は57％とな

っている。

さらに，中国を含むアジアは，南米から
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最も距離が遠く，大豆など比較的低付加価

値の原材料の輸出市場としては有利なロケ

ーションではないが，穀物メジャーは海上

運賃市場が低迷していた今世紀初頭にその

船舶部門を強化し，自ら船舶会社の機能を

保有して大量の大型輸送船を長期固定的に

確保したといわれる。穀物メジャーはこう

した予測力，資金力によって近年の海上運

賃市場の暴騰の影響を最小限にとどめ，ブ

ラジルの農産品輸出拡大につなげたともい

える。

（注４）08年２月25日ブラジル農牧省へのヒアリン
グによる。

（１） 米国耕作地の約８割もある未開拓

の農耕適地

ブラジル国土の約半分はアマゾン熱帯雨

林を含む森林エリアである（第13図）。

USDA（2003）の研究によると，残りの約

半分のうち，５％に当たる4,180万haの農

地のほかに，1.77億ha（21％）の草地と1.4

億ha（17％）の未開拓のセラード地域があ

る。また，ブラジルで未開拓の商業的農業

生産の可能な土地は，1.45～1.70億ha（国

土面積の17～20％）もあると推計されてい

るが，これは，未開拓のセラード地域

6,500万ha，草地転換7,000～9,000万ha，ア

マゾン地域の草地1,000万haからなる（第１

表）。そのうち，アマゾン地域での草地は

すでに開拓されて草地か荒廃地になってい

るものであり，新たに開発するものではな

い。いずれ，アマゾンの熱帯雨林を新たに

開拓しなくても，少なくとも米国の耕地面

積（1.74億ha）の約８割相当が農業用に開

拓可能であり，地球上に残された最大の未

開発農地とみて間違いない。

実は，ブラジルでは未開拓の農耕適地を

開拓せずに，穀物を増産させる模索を始め

ている。ここではEMBRAPAセラード研

究所の取組みについてみてみる。
（注５）

セラード地域では家畜放牧などに使う草

地が6,100万haあるが，ブラジル政府はこ
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第13図　ブラジルの土地利用状況 
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第1表　未開拓の商業的農業可耕地の推計面積 
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の草地の多角的利用を構想している。草地

の一部で一定期間，大豆など土壌改良に役

立つマメ科作物を耕作し，土壌に栄養を与

えてから草地に戻す。一度，大豆を栽培し

た土地の牧草の質は大幅に向上し，家畜の

畜養に効果的である。EMBRAPAセラー

ド研究所の研究では，大豆栽培による草地

改良の結果，１haの草地が飼育できる牛の

数は，83年の平均1.1頭から03年には2.6頭

と二倍以上に増加した。こうして農作物，

休耕，草地という1／3ずつのローテーショ

ンを行えば，大豆栽培面積が1,800万ha相

当確保できたことになり，食肉，大豆とも

に生産量は現行の２倍に拡大できると試算

されている。

08年７月に発表された08／09年のブラジ

ル農業プランは，農業融資計画を大幅に増

やしたと同時に，劣化した放牧地を含めた

劣化農地回復プログラムが新設された。こ

れは，ブラジル政府が農地を新たに開拓せ

ずに，穀物と畜産の増産に向けて本格的に

動き出したしるしとなろう。

また，セラード地域では大豆以外にトウ

モロコシ増産の可能性も大きい。これまで

トウモロコシは熱帯のセラード地域では栽

培できなかったか単収が低かった。ブラジ

ル政府が資金を出して行われている約800

のバイオ品種開発プロジェクトの９割近く

が熱帯のトウモロコシの品種開発にかかわ

るものである（Schnepf[2001，p50]）。また，

現実的にはセラード地域で，病虫害の抑制

に大豆との輪作の需要が増えている。その

結果，セラード地域でのトウモロコシの栽

培が増えつつある。

一方，中国を含むアジアは今後畜産の飼

料となるトウモロコシの需要がさらに増え

る可能性があるが，アジアでのトウモロコ

シ増産の余地はそう大きくない。特に中国

は中期的にはトウモロコシの純輸入国に転

換していく可能性がある。

それに対し，穀物メジャーをはじめ多く

のアグリビジネス企業は，ブラジルでの集

荷や加工の能力を大幅に拡大すると同時

に，輸出市場も積極的に開拓している。ブ

ラジルはすでに穀物メジャーの世界貿易チ

ェーンに取り込まれており，今後，穀物メ

ジャーはブラジルでの生産拡大を通して，

世界特にアジアへの輸出拡大を図っていく

ことが十分に考えられる。
（注５）08年２月のEMBRAPAセラード研究所で
のヒアリングによる。

（２） 残された課題

しかし，ブラジル農業はバラ色ばかりで

はない。グローバリゼーションは同時にブ

ラジルの農業分野に影響を及ぼしている。

補助金の削減と関税率の大幅な引下げによ

って，ブラジルの比較優位の少ない小麦は

隣のアルゼンチン等からの輸入が急増し，

自給率が低下してきた。

また，ブラジル農業にとって，為替や高

金利，生産コスト上昇などの問題もある。

05年以降，レアルがドルに対して約6割も

上昇しており，ブラジルの輸出価格競争力

が米国に対して相対的に低下している。ま

た，低金利の公的農業資金不足と高い市中

金利は，農家の投資意欲を減退させている
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（Valdes[2006]）。さらに，化学肥料など資

材価格の高騰もあり，農家の生産コストが

大幅に上昇している。そうした事情のため

に07年からの世界穀物価格急騰局面でもブ

ラジルの穀物作付け面積の大幅な増加がな

かったのである。つまり，輸出価格の上昇

によりドルベースでの収入は増えているも

のの，レアル高と肥料代，エネルギー代等

生産費の上昇により，収益の伸びが限られ

ている。国家食糧供給公社（CONAB）が

行った調査によると，08年度の作付面積も

４～５％程度の増加にとどまる。

また，世界最高の気候条件と最悪の物流

システムといわれている通り，輸送システ

ムの未整備がブラジル農業の長年の弱点と

なっており，輸出港まで遠い広大なセラー

ド地域の競争力が高まらない原因となって

いる。

さらに，穀物メジャーなど巨大な外資が

自国の農業の根幹を押さえることには経済

面だけでなく，安全保障面でも危惧を持つ

政治家は少なくない。穀物メジャーの影響

力膨張に不安を感じる農家も多い。政府の

融資金利は8.75％であるのに，穀物メジャ

ーのパッケージ融資の実効金利は市中金利

に近いケースが少なくなく，農家が外資に

利益を吸い上げられているとの懸念もあ

る。また，本稿では議論していない貧困や

失業など90年代の急速な経済自由化によっ

て深刻化した問題もある。

ただし，これらの課題があっても，これ

までブラジルの農業は政府の助成が世界で

最低水準のもとでも，急速な発展を遂げ，

貿易収支の改善に大きく貢献したことは紛

れもない事実であり，様々な課題を自力で

乗り越えていけると思われる。世界は人口

増加や所得向上による穀物や食肉など食料

需要の増加が確実であり，ブラジルは世界

市場に対する最大の農産物輸出国になる可

能性は高い。すでに，OECD-FAOは2008

年に，2017年の世界市場に占めるブラジル

の大豆輸出割合が40％に，食肉が30％に拡

大すると予測している。

ブラジルは世界最大の農産物輸出国に向

かいつつある。今後，穀物メジャーなどア

グリビジネス企業の農業分野への参入がさ

らに深まり，中国，日本を含むアジアのブ

ラジルへの食料依存もさらに高まる可能性

が高い。こうしたなかで，日本の農業，食

品産業，商社などにとって，ブラジルとど

のようなビジネス関係を構築するかが新た

なテーマとなってくるだろう。すでに三井

物産や丸紅など商社はブラジルでの合弁農

場や流通分野への投資を活発化させてい

る。

日本は世界最大の穀物輸入国であり，輸

入の大半を米国に依存している。多くの商

社や食品企業は米国で穀物や食肉の分野に

参入し，特に全農は米国で輸出用出荷施設

だけではなく穀倉地帯に広がる大手穀物集

荷企業CGBを買収して，穀物の集荷から輸

出までの総合的流通網を構築し，日本の穀

物安定調達に大きく貢献している。
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米国が今後も世界で最も重要な供給国の

一つであることは変わらないものの，バイ

オ燃料の需要増加や人口増などから国内の

穀物需要は確実に増加する。日本は食料自

給率を高める努力を今後も続けるとして

も，穀物，食肉などの輸入依存は続くとみ

るのが現実的であり，今後，食料輸入の多

元化を図るにはブラジルとの関係強化がま

すます重要となってこよう。
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